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れ、前回と同様に「労働市場は強いままで、経済活動は緩やかなペースで拡大していることを示してい
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ー・食品を除くインフレ率は

ＦＯＭＣの予想については、

委員会の対称的な目標である２％に近いインフレ率という結果になる可能性が高いと委員会は引き続

きみている」

的な目標である２％に近いインフレ率

潜在成長率程度の成長の継続、雇用の堅調な増加

の下振れを受け、

そのうえで

いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを注視し、景気拡

大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレの維持に向けて適切に行動するだろう」
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押し上げのために、積極的な対応を行う方針を示そう。
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第２パラグラフの

委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。これらの目標を支援するために、委員会はＦＦ金利

目標の誘導レンジを

が適切と判断したことを示

ＦＯＭＣの予想については

委員会の対称的な目標である２％に近いインフレ率という結果になる可能性が高いと委員会は引き続

きみている」から、

的な目標である２％に近いインフレ率への

潜在成長率程度の成長の継続、雇用の堅調な増加、ＰＣＥデフレーターの２％前後

に変更され

確実性と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを

注視し、景気拡大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレの維持に向けて

するだろう

と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを注視し、

景気拡大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレ

ろう」と、

るため積極的な行動をとる方針を強調、さらなる利下げを示唆すると予想される。

 

第３パラグラフの金融政策に関しては、変更されない見込み。金融政策を決定する条件は、前回と同

様に「ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対

称的な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状

況を示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い

情報を考慮する

 

第４パラグラフでは、「

ョン・ウィリアムズ副委員長、ミシェル・ボウマン、ラエル・ブレイナード、

リチャード・クラリダ、チャールズ・エバンス、エスター・ジョージ、ランダル・クオールズ

「エリック・ローゼングレン

じた」と１人反対す

本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一生命経済研究所経済調査

部が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されること

があります。また、記載された内容は、第一生命

レ率は２％を下回っている

年初から低下し

インフレを示す指標は低下いままのほか

市場ベースの指標は

今回「市場ベースの指標は低い

幅の変化にとどまった

期待インフレ率の変化は乏しいとの判断が維持される

第２パラグラフの今回の政策決定に関する説明箇所は、

委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。これらの目標を支援するために、委員会はＦＦ金利

目標の誘導レンジを 2.

が適切と判断したことを示

ＦＯＭＣの予想については

委員会の対称的な目標である２％に近いインフレ率という結果になる可能性が高いと委員会は引き続

きみている」から、今回「委員会は、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の状況、委員会の対称

的な目標である２％に近いインフレ率への

潜在成長率程度の成長の継続、雇用の堅調な増加、ＰＣＥデフレーターの２％前後

に変更されよう。そのうえで

確実性と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを

注視し、景気拡大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレの維持に向けて

するだろう」から、今回

と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを注視し、

景気拡大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレ

と、不確実性の高まったままのなかで、

るため積極的な行動をとる方針を強調、さらなる利下げを示唆すると予想される。

パラグラフの金融政策に関しては、変更されない見込み。金融政策を決定する条件は、前回と同

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対

称的な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状

況を示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い
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リチャード・クラリダ、チャールズ・エバンス、エスター・ジョージ、ランダル・クオールズ

エリック・ローゼングレン
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があります。また、記載された内容は、第一生命

レ率は２％を下回っている」から、今回

年初から低下し、２％を下回っている」

は低下いままのほか

市場ベースの指標は低下し、調査に基づいた長期的なインフレ期待の指標は小幅の変化にとどまっ

市場ベースの指標は低い

幅の変化にとどまった」と市場ベースの金利の下げ止まりを指摘するものの、低い水準にとどまってい

期待インフレ率の変化は乏しいとの判断が維持される

今回の政策決定に関する説明箇所は、

委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。これらの目標を支援するために、委員会はＦＦ金利
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ＦＯＭＣの予想については、前回の「委員会は、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の状況、

委員会の対称的な目標である２％に近いインフレ率という結果になる可能性が高いと委員会は引き続

今回「委員会は、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の状況、委員会の対称

的な目標である２％に近いインフレ率への

潜在成長率程度の成長の継続、雇用の堅調な増加、ＰＣＥデフレーターの２％前後

そのうえで、前回の「

確実性と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを

注視し、景気拡大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレの維持に向けて

今回「しかし、このような見通しの不確実性が高

と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを注視し、

景気拡大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレ

不確実性の高まったままのなかで、

るため積極的な行動をとる方針を強調、さらなる利下げを示唆すると予想される。

パラグラフの金融政策に関しては、変更されない見込み。金融政策を決定する条件は、前回と同

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対

称的な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状

況を示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い

金融政策決定の条件が変わっていないこと
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２％を下回っている」

は低下いままのほか、調査ベースのインフレ期待を示す統計は安定して

、調査に基づいた長期的なインフレ期待の指標は小幅の変化にとどまっ

市場ベースの指標は低いままであり、調査に基づいた長期的なインフレ期待の指標は小

市場ベースの金利の下げ止まりを指摘するものの、低い水準にとどまってい

期待インフレ率の変化は乏しいとの判断が維持される

今回の政策決定に関する説明箇所は、

委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。これらの目標を支援するために、委員会はＦＦ金利

％に引き下げる

 

前回の「委員会は、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の状況、

委員会の対称的な目標である２％に近いインフレ率という結果になる可能性が高いと委員会は引き続

今回「委員会は、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の状況、委員会の対称

的な目標である２％に近いインフレ率への回帰

潜在成長率程度の成長の継続、雇用の堅調な増加、ＰＣＥデフレーターの２％前後

前回の「しかし、このような見通しの不確実性が高まった。これらの不

確実性と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを

注視し、景気拡大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレの維持に向けて

「しかし、このような見通しの不確実性が高

と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを注視し、

景気拡大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレ

不確実性の高まったままのなかで、

るため積極的な行動をとる方針を強調、さらなる利下げを示唆すると予想される。

パラグラフの金融政策に関しては、変更されない見込み。金融政策を決定する条件は、前回と同

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対

称的な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状

況を示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い

の条件が変わっていないこと

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、

ョン・ウィリアムズ副委員長、ミシェル・ボウマン、ラエル・ブレイナード、

リチャード・クラリダ、チャールズ・エバンス、エスター・ジョージ、ランダル・クオールズ

ＦＦ誘導目標のレンジ
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「前年比で、全体のインフレ率とエネルギー・食品を除くイン

２％を下回っている」と、下方修正

調査ベースのインフレ期待を示す統計は安定して

、調査に基づいた長期的なインフレ期待の指標は小幅の変化にとどまっ

であり、調査に基づいた長期的なインフレ期待の指標は小

市場ベースの金利の下げ止まりを指摘するものの、低い水準にとどまってい

期待インフレ率の変化は乏しいとの判断が維持される

今回の政策決定に関する説明箇所は、

委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。これらの目標を支援するために、委員会はＦＦ金利

引き下げることを決定した

前回の「委員会は、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の状況、

委員会の対称的な目標である２％に近いインフレ率という結果になる可能性が高いと委員会は引き続

今回「委員会は、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の状況、委員会の対称

回帰という結果になる可能性が高いと委員会はみている」と

潜在成長率程度の成長の継続、雇用の堅調な増加、ＰＣＥデフレーターの２％前後

しかし、このような見通しの不確実性が高まった。これらの不

確実性と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを

注視し、景気拡大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレの維持に向けて

「しかし、このような見通しの不確実性が高

と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを注視し、

景気拡大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレ

不確実性の高まったままのなかで、ＦＲＢは下ぶれているインフレ率を目標付近に回帰させ

るため積極的な行動をとる方針を強調、さらなる利下げを示唆すると予想される。

パラグラフの金融政策に関しては、変更されない見込み。金融政策を決定する条件は、前回と同

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対

称的な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状

況を示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い

の条件が変わっていないこと

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、

ョン・ウィリアムズ副委員長、ミシェル・ボウマン、ラエル・ブレイナード、

リチャード・クラリダ、チャールズ・エバンス、エスター・ジョージ、ランダル・クオールズ

ＦＦ誘導目標のレンジの据え置き
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「前年比で、全体のインフレ率とエネルギー・食品を除くイン

と、下方修正される見込み

調査ベースのインフレ期待を示す統計は安定して

、調査に基づいた長期的なインフレ期待の指標は小幅の変化にとどまっ

であり、調査に基づいた長期的なインフレ期待の指標は小

市場ベースの金利の下げ止まりを指摘するものの、低い水準にとどまってい

期待インフレ率の変化は乏しいとの判断が維持されると見込まれる

今回の政策決定に関する説明箇所は、前回と同様に「

委員会は最大限の雇用と物価安定の促進を目指す。これらの目標を支援するために、委員会はＦＦ金利

ことを決定した」と目標

前回の「委員会は、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の状況、

委員会の対称的な目標である２％に近いインフレ率という結果になる可能性が高いと委員会は引き続

今回「委員会は、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の状況、委員会の対称

という結果になる可能性が高いと委員会はみている」と

潜在成長率程度の成長の継続、雇用の堅調な増加、ＰＣＥデフレーターの２％前後

しかし、このような見通しの不確実性が高まった。これらの不

確実性と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを

注視し、景気拡大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレの維持に向けて

「しかし、このような見通しの不確実性が高

と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを注視し、

景気拡大や力強い労働市場、対称的な２％目標近くのインフレへの回帰

ＦＲＢは下ぶれているインフレ率を目標付近に回帰させ

るため積極的な行動をとる方針を強調、さらなる利下げを示唆すると予想される。

パラグラフの金融政策に関しては、変更されない見込み。金融政策を決定する条件は、前回と同

ＦＦ金利の誘導目標レンジの将来の調整の時期と規模の決定には、委員会は目標の最大雇用と対

称的な２％のインフレ目標との比較で経済状況の実績と見通しで評価する。この評価は、労働市場の状

況を示す指標、インフレ圧力やインフレ期待の指標、金融動向や国際情勢に関するデータを含む幅広い

の条件が変わっていないことが示されよう。

ＦＯＭＣの金融政策行動に賛成したのは、

ョン・ウィリアムズ副委員長、ミシェル・ボウマン、ラエル・ブレイナード、

リチャード・クラリダ、チャールズ・エバンス、エスター・ジョージ、ランダル・クオールズ
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であり、調査に基づいた長期的なインフレ期待の指標は小
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委員会の対称的な目標である２％に近いインフレ率という結果になる可能性が高いと委員会は引き続

今回「委員会は、経済活動の持続的な拡大、力強い労働市場の状況、委員会の対称

という結果になる可能性が高いと委員会はみている」と

潜在成長率程度の成長の継続、雇用の堅調な増加、ＰＣＥデフレーターの２％前後

しかし、このような見通しの不確実性が高まった。これらの不

確実性と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを
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ＦＲＢは下ぶれているインフレ率を目標付近に回帰させ

るため積極的な行動をとる方針を強調、さらなる利下げを示唆すると予想される。
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委員会の対称的な目標である２％に近いインフレ率という結果になる可能性が高いと委員会は引き続
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。これらの不確実性

と落ち着いたインフレ圧力を考慮し、委員会は経済見通しに関する今後の情報が示唆するものを注視し、

適切に行動するだ

ＦＲＢは下ぶれているインフレ率を目標付近に回帰させ

パラグラフの金融政策に関しては、変更されない見込み。金融政策を決定する条件は、前回と同
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